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１．疫学調査設計 

1-1 調査設計 

平成17年度からの大気汚染の健康影響に関する本格的な疫学調査の実施に向け、調査内容につい

て基礎的検討を行うものである。 

個人曝露量把握手法検討委員会による平成 1４年度から本年度までの検討結果、並びに、環境省が

現在までに実施してきた局地的大気汚染の健康影響調査手法に関する検討結果を踏まえ、疫学関係

既存資料の収集や地域選定資料の作成等を行い、主要幹線道路沿道における局地的大気汚染と呼吸

器疾患に関する疫学調査研究の実施計画案を作成するものである。 

 

疫学調査研究実施計画案の作成にあたっては、表 1-1-1 に示す専門家からなる疫学調査設計検討

委員会を設置し、疫学調査の実施方法の設計に関する助言を得るとともに、実施可能性や妥当性につ

いて評価した。  

具体的には、疫学調査設計検討委員会内に疫学調査設計作業班と曝露モデル作業班を設置、検討

を行い、その結果を疫学調査設計検討委員会で評価し、実施計画書案をとりまとめた。 

また、疫学調査設計検討委員会とは別に外部評価委員会を設置し、実施計画書案を評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-1 検討体制図 

疫学調査設計作業班 

・ 疫学関係既存資料の収集 
・ 基本デザインの検討 
・ サンプルサイズの検討 
・ その他 

曝露モデル作業班 

・ 地区選定のための検討 
・ 曝露モデルの検討 
・ 現地調査の検討 
・ その他 

疫学調査設計検討委員会 

・ 作業班での検討結果の評価 

・ 実施計画書案とりまとめ 

外部評価委員会 

・ 実施計画書案の評価 
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表 1-1-1(1) 疫学調査設計検討委員会 

大 原 利 眞 
独立行政法人国立環境研究所 

PM2.5・DEP研究プロジェクト都市大気保全研究チーム総合研究官 

小田嶋  博 国立療養所南福岡病院統括診療部長 

木 田 厚 瑞 
日本医科大学内科学第四講座教授 

兼日本医科大学呼吸ケアクリニック所長 

坂 本 和 彦 埼玉大学大学院理工学研究科教授 

佐 藤 俊 哉 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻医療統計学教授 

柴 田 大 朗 国立がんセンターがん予防・検診研究センター情報研究部研究員 

島  正 之 兵庫医科大学公衆衛生学教室教授 

津 金 昌一郎 国立がんセンターがん予防・検診研究センター予防研究部長 

中 井 里 史 横浜国立大学大学院環境情報研究院教授 

中 館 俊 夫 昭和大学医学部衛生学教授 

名古屋 俊 士 早稲田大学理工学部環境資源工学科教授 

新 田 裕 史 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト疫学・曝露評価研究チーム総合研究官 

村 田  朗 日本医科大学内科学第四講座講師 

森 口 祐 一 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト交通公害防止研究チーム総合研究官 

横 田 久 司 東京都環境科学研究所副参事研究官 
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表 1-1-1(2) 疫学調査設計検討委員会作業班 

疫学調査設計検討委員会 疫学調査設計作業班 

大 森  崇 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻医療統計学助教授 

小 野 雅 司 独立行政法人国立環境研究所疫学・国際保健研究室室長 

佐 藤 俊 哉 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻医療統計学教授 

柴 田 大 朗 国立がんセンターがん予防・検診研究センター情報研究部研究員 

島  正 之 兵庫医科大学公衆衛生学教室教授 

中 井 里 史 横浜国立大学大学院環境情報研究院教授 

中 館 俊 夫 昭和大学医学部衛生学教授 

新 田 裕 史 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト疫学・曝露評価研究チーム総合研究官 

疫学調査設計検討委員会 曝露モデル作業班 

上 原  清 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト都市大気保全研究チーム上席研究員 

大 原 利 眞 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト都市大気保全研究チーム総合研究官 

坂 本 和 彦 埼玉大学大学院理工学研究科教授 

中 井 里 史 横浜国立大学大学院環境情報研究院教授 

新 田 裕 史 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト疫学・曝露評価研究チーム総合研究官 

森 口 祐 一 
独立行政法人国立環境研究所 
PM2.5・DEP研究プロジェクト交通公害防止研究チーム総合研究官 

横 田 久 司 東京都環境科学研究所副参事研究官 
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表 1-1-1(3) 外部評価委員会 

秋 葉 澄 伯 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科教授 

笠 原 三紀夫 
中部大学総合工学研究所教授 
平安女学院大学地球環境研究センター長 

白 井 泰 子 早稲田大学大学院法務研究科（法科大学院）兼任講師 

富 永 祐 民 
（財）愛知県健康づくり振興事業団あいち健康の森 
・健康科学総合センター長 

森 川  昭 廣 群馬大学大学院医学系研究科教授 

柳 澤 幸 雄 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

吉 村  功 東京理科大学工学部教授 
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(1)調査地域の選定 

調査地域は、道路からのＤＥＰ（ディーゼル車排出粒子）排出強度が高く、かつ、沿道人口の多い市町

村とし、図 1-1-2 に示すフローに従い行った。詳細は以下に示すとおりである。 

 

①使用データ 

Ａ 平成 11 年度道路交通センサス調査結果（国土交通省） 

Ｂ 平成 12 年度国勢調査地域メッシュ人口統計（総務省） 

Ｃ 土地利用データ（国土数値情報） 

Ｄ 道路線形データ（デジタル地図協会） 

Ｅ 平成８年度全国沿道騒音調査（環境省） 

 

②沿道人口推計 

a.メッシュ人口の推計 

データＢの1/2細分メッシュ人口（500×500m）から 1/10細分メッシュ人口（100×100m）の推計を

行った。推計は、データＣを参考に荒地・水系を除いた居住可能メッシュの抽出、データＤを参考に

居住可能面積（細街路を含むすべての道路沿道から60m以内の面積）の算出を行い、居住可能面

積の割合に応じて人口を配分した。 

b.幹線道路沿道 100m 内人口の推計 

データＡの基本区間別（区間が複数の市町村に跨る場合は市町村毎に細分割）に推計を行った。

推計は、道路端から 100m の沿道領域にメッシュの中心点が含まれる 1/10 細分メッシュを抽出し、

その平均人口密度に沿道領域面積（区間延長×100m）を乗じて求めた。 

c.距離帯別人口の推計 

データＥの幹線道路幅員別・沿道状況別・距離帯別人口分布係数を用いて、幹線道路沿道から

10m ピッチで 50m まで５区分と 50m～100m までの６区分の距離帯別人口の推計を行った。 
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③ＤＥＰ排出強度推計 

a.交通量 

データＡの基本区間別の昼間 12 時間・夜間 12 時間４車種分類交通量を使用した。なお、「②沿

道人口推計」と同様に、基本区間が複数の市町村に跨る場合は市町村毎に再分割した。 

b.車速 

昼間 12 時間はデータＡの混雑時速度を、夜間 12 時間はデータＡの規制速度を使用した。 

c.排出係数 

ＤＥＰ排出係数は表 1-1-2 に示す国立環境研究所算出（平成 10 年度）を使用した。 

d.ＤＥＰ排出強度の推計 

上記、交通量・車速・ＤＥＰ排出係数よりＤＥＰ排出強度を算出した。なお、高架構造等による複層

構造区間及び複数路線による並走区間は該当路線を合算した。 

 

表 1-1-2 DEP 排出係数 

 

排出係数＝a／速度＋b＋c×速度＋d×速度×速度 

排出強度(g/km)＝交通量×排出係数 

 

 

 

a b c d
乗用 0.0946487    0.0078530    -0.0000887   0.0000016    
バス 4.5770280    0.5180324    -0.0024794   0.0000317    

小型貨物 0.1457660    0.0338241    -0.0003943   0.0000053    
普通貨物 3.9444123    0.3567991    0.0001622    0.0000005    
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④データベース作成 

前述の「②沿道人口推計」及び「③ＤＥＰ排出強度推計」を結合し、平成 11 年度センサス基本区間

をベースにした沿道人口・ＤＥＰ排出強度のデータベースを作成した。 

⑤地域選定方法 

a.集計 

データベースを用いて、市町村別・路線別の集計を行い、ＤＥＰ排出強度が高く、かつ、沿道人

口の多い市町村・路線の選定を行った。 

b.結果 

ＤＥＰ排出強度が10,000g/km以上、小学校1-3年生沿道50m以内人口が50人以上の市町村・

路線を抽出すると、100市区・路線が抽出された（表1-1-3：ＤＥＰ排出強度順）。この100市区・路線

から学童コホート研究の目的を達成し、効率よく調査が行える市区・路線を選定した（表 1-1-4～5）。

なお、地域選定において以下の点を考慮した。 

 

関東地区 東京２３区：１地域、その他：１～２地域 

中京地区 １地域 

地域 

阪神地区 １～２地域 

1- 3 年生沿道人口が 200 人以上ある。 

同一市区内の複数路線の 1-3 年生沿道人口合計が 200 人以上ある。 

複数の市区に跨る同一路線の 1-3 年生沿道人口の合計が 200 人以上ある。 

条件 

同一市区内にＤＥＰ排出強度が 1,000g/km を超える道路が通過しない学区の

小学校がある。 

その他 以下の理由により、専門家の意見を十分考慮すること。 

① ＤＥＰ排出強度は、Ｈ１１センサス４車種分類をもとに算出した推定値で

あり、地域・路線の車種構成を勘案する必要がある。 

② 複層構造等区間のＤＥＰ排出強度は各路線の合算値となっており、高架構

造の高さや施設帯の状況等を加味した各路線の寄与を勘案する必要があ

る。 
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図 1-1-2 調査地域選定フロー 

H12国勢調査ﾒｯｼｭ人口 

土地利用データ 

道路線形データ 

居住可能面積 

1/10 ﾒｯｼｭ人口推計 

H11センサス 

道路線形データ 

沿道 100m区間 

幹線道路沿道 100m人口

距離帯別人口推計 

H8全国沿道騒音調査 

人口分布係数 

H11センサス 

道路線形データ 

複層等の区間 

ＮＩＥＳ1998 

排出係数 

ＤＥＰ排出強度 

地域選定データベース 

DEP排出強度 10,000g/km以上
沿道人口 50人以上 

調査地域決定 

効率性 
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表 1-1-3① 全国上位 100 位一覧表 

 

9 

 

№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
単独 複断面 全体 単独 複断面下 複断面上 複断面計 全体 g/km 人

1 千葉県 浦安市 一般国道３５７号 一般国道３５７号，高速湾岸線 0.0 4.5 4.5 0 49,000 79,000 128,000 128,000 28,000 50
2 大阪府 門真市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 3.6 3.6 0 52,000 41,000 93,000 93,000 26,000 90
3 兵庫県 芦屋市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速神戸西宮線 0.0 2.1 2.1 0 24,000 25,000 49,000 49,000 23,000 80
4 大阪府 茨木市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，中国自動車道 0.0 3.6 3.6 0 47,000 36,000 83,000 83,000 23,000 100
5 大阪府 摂津市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.2 3.3 3.5 2,000 33,000 42,000 75,000 77,000 22,000 60
6 大阪府 吹田市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，中国自動車道 0.0 4.3 4.3 0 46,000 50,000 96,000 96,000 22,000 90
7 大阪府 茨木市 名神高速道路 名神高速道路 5.1 0.0 5.1 112,000 0 0 0 112,000 22,000 60
8 大阪府 豊中市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，中国自動車道 0.0 5.3 5.3 0 44,000 70,000 114,000 114,000 22,000 110
9 大阪府 八尾市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 3.5 3.5 0 34,000 40,000 74,000 74,000 21,000 60
10 大阪府 高槻市 名神高速道路 名神高速道路 8.4 0.0 8.4 179,000 0 0 0 179,000 21,000 100
11 大阪府 東大阪市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 6.6 6.6 0 70,000 68,000 138,000 138,000 21,000 100
12 神奈川県 川崎市 東名高速道路 東名高速道路 5.3 0.0 5.3 110,000 0 0 0 110,000 21,000 210
13 京都府 京都市 名神高速道路 名神高速道路 13.3 0.0 13.3 273,000 0 0 0 273,000 21,000 180
14 大阪府 大阪市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 4.1 4.1 0 43,000 40,000 83,000 83,000 20,000 100
15 埼玉県 戸田市 一般国道１７号 一般国道１７号，高速埼玉大宮線 0.0 4.0 4.0 0 43,000 37,000 80,000 80,000 20,000 60
16 神奈川県 川崎市 東京大師横浜線 東京大師横浜線，高速神奈川１号横羽線 0.5 5.8 6.3 5,000 62,000 58,000 120,000 125,000 20,000 130
17 滋賀県 大津市 名神高速道路 名神高速道路 12.0 0.0 12.0 237,000 0 0 0 237,000 20,000 120
18 兵庫県 西宮市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速大阪西宮線 0.0 6.0 6.0 0 65,000 53,000 118,000 118,000 20,000 160
19 神奈川県 横浜市 東名高速道路 東名高速道路 12.9 0.0 12.9 253,000 0 0 0 253,000 20,000 250
20 兵庫県 神戸市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速神戸西宮線 0.7 7.1 7.8 6,000 58,000 88,000 146,000 152,000 19,000 240
21 東京都 葛飾区 新荒川葛西堤防線 新荒川葛西堤防線，高速中央環状線 0.2 3.7 3.9 0 7,000 66,000 73,000 73,000 19,000 60
22 神奈川県 横浜市 一般国道１６号 一般国道１６号 9.5 0.0 9.5 173,000 0 0 0 173,000 18,000 160
23 兵庫県 西宮市 中国自動車道 中国自動車道 9.6 0.0 9.6 173,000 0 0 0 173,000 18,000 50
24 兵庫県 尼崎市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速大阪西宮線 0.0 4.5 4.5 0 58,000 24,000 82,000 82,000 18,000 60
25 埼玉県 川口市 一般国道２９８号 一般国道２９８号，東京外環自動車道 0.0 9.0 9.0 0 77,000 86,000 163,000 163,000 18,000 130
26 愛知県 小牧市 東名高速道路 東名高速道路 7.0 0.0 7.0 125,000 0 0 0 125,000 18,000 60
27 兵庫県 宝塚市 中国自動車道 中国自動車道 4.6 0.0 4.6 81,000 0 0 0 81,000 17,000 70
28 静岡県 静岡市 東名高速道路 東名高速道路 27.8 0.0 27.8 479,000 0 0 0 479,000 17,000 300
29 愛知県 岡崎市 東名高速道路 東名高速道路 18.7 0.0 18.7 319,000 0 0 0 319,000 17,000 80
30 愛知県 一宮市 名神高速道路 名神高速道路 10.7 0.0 10.7 183,000 0 0 0 183,000 17,000 60
31 静岡県 浜松市 東名高速道路 東名高速道路 19.2 0.0 19.2 326,000 0 0 0 326,000 17,000 130
32 愛知県 名古屋市 一般国道２３号 一般国道２３号，市道高速２号 14.8 2.8 17.5 239,000 49,000 10,000 59,000 298,000 17,000 160
33 千葉県 千葉市 一般国道１６号 一般国道１６号，一般国道１６号（京葉道路） 0.0 7.8 7.8 0 39,000 92,000 131,000 131,000 17,000 50

区間長km 排出量g
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表 1-1-3② 全国上位 100 位一覧表 
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№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
単独 複断面 全体 単独 複断面下 複断面上 複断面計 全体 g/km 人

34 埼玉県 川口市 足立川口線
足立川口線，高速川口線，
東北縦貫自動車道

0.1 6.5 6.5 0 31,000 79,000 110,000 110,000 17,000 80

35 東京都 足立区 平方東京線 平方東京線，高速６号三郷線 0.1 2.8 2.9 0 10,000 37,000 47,000 47,000 17,000 80
36 東京都 世田谷区 一般国道２４６号 一般国道２４６号，高速３号渋谷線 2.8 5.3 8.0 18,000 32,000 83,000 115,000 133,000 17,000 280
37 愛知県 豊田市 東名高速道路 東名高速道路 10.2 0.0 10.2 169,000 0 0 0 169,000 16,000 50

38 大阪府 大阪市 築港深江線
築港深江線，高速大阪東大阪線，
布施停車場線

0.3 10.7 11.0 1,000 52,000 127,000 179,000 180,000 16,000 350

39 大阪府 枚方市 一般国道１号 一般国道１号 10.9 0.0 10.9 177,000 0 0 0 177,000 16,000 200

40 東京都 江戸川区 一般国道１４号（京葉道路）
一般国道１４号（京葉道路），
高速７号小松川線

2.2 1.1 3.3 32,000 16,000 5,000 21,000 53,000 16,000 100

41 東京都 板橋区 一般国道１７号 一般国道１７号，高速５号池袋線 1.9 2.4 4.3 17,000 19,000 31,000 50,000 67,000 16,000 160
42 東京都 港区 高速都心環状線 高速都心環状線 2.2 0.0 2.2 35,000 0 0 0 35,000 16,000 60
43 東京都 世田谷区 高速３号渋谷線 高速３号渋谷線 1.1 0.0 1.1 17,000 0 0 0 17,000 16,000 180

44 神奈川県 横浜市 東京大師横浜線
東京大師横浜線，高速横羽線及び
高速神奈川２号線

0.5 2.8 3.3 4,000 22,000 25,000 47,000 51,000 15,000 60

45 東京都 杉並区 一般国道２０号 一般国道２０号，高速４号新宿線 0.8 3.5 4.3 4,000 26,000 36,000 62,000 66,000 15,000 120
46 愛知県 名古屋市 東名高速道路 東名高速道路 7.4 0.0 7.4 112,000 0 0 0 112,000 15,000 110
47 大阪府 藤井寺市 西名阪自動車道 西名阪自動車道 4.3 0.0 4.3 64,000 0 0 0 64,000 15,000 70
48 静岡県 富士市 東名高速道路 東名高速道路 14.8 0.0 14.8 219,000 0 0 0 219,000 15,000 60

49 東京都 港区 日本橋芝浦大森線
日本橋芝浦大森線，高速都心環状線，
高速１号羽田線

3.1 4.6 7.7 26,000 48,000 35,000 83,000 109,000 14,000 70

50 東京都 江東区 環状３号線 環状３号線，高速９号深川線 1.0 2.6 3.7 8,000 21,000 23,000 44,000 52,000 14,000 80
51 兵庫県 加古川市 一般国道２号 一般国道２号 0.8 10.7 11.5 8,000 5,000 148,000 153,000 161,000 14,000 470
52 兵庫県 神戸市 一般国道２号 一般国道２号，高速神戸西宮線 1.3 6.3 7.6 3,000 24,000 79,000 103,000 106,000 14,000 170
53 東京都 渋谷区 一般国道２０号 一般国道２０号，高速４号新宿線 0.0 2.5 2.5 0 9,000 26,000 35,000 35,000 14,000 110
54 兵庫県 姫路市 一般国道２号 一般国道２号，一般国道２号 8.6 4.6 13.2 110,000 3,000 67,000 70,000 180,000 14,000 170
55 大阪府 東大阪市 一般国道３０８号 一般国道３０８号，高速大阪東大阪線 0.0 6.7 6.7 0 37,000 53,000 90,000 90,000 13,000 150
56 千葉県 千葉市 東関東自動車道 東関東自動車道 5.8 0.0 5.8 78,000 0 0 0 78,000 13,000 100
57 東京都 足立区 高速６号三郷線 高速６号三郷線 0.4 0.0 0.4 6,000 0 0 0 6,000 13,000 130
58 東京都 千代田区 高速５号池袋線 高速５号池袋線 1.9 0.0 1.9 26,000 0 0 0 26,000 13,000 60
59 東京都 板橋区 高速５号池袋線 高速５号池袋線 2.6 0.0 2.6 34,000 0 0 0 34,000 13,000 310
60 東京都 文京区 高速５号池袋線 高速５号池袋線 1.2 0.0 1.2 16,000 0 0 0 16,000 13,000 60
61 東京都 墨田区 高速６号向島線 高速６号向島線 6.7 0.0 6.7 89,000 0 0 0 89,000 13,000 90
62 埼玉県 川口市 一般国道１２２号 一般国道１２２号，東北縦貫自動車道 4.3 2.5 6.8 32,000 25,000 34,000 59,000 91,000 13,000 140
63 東京都 板橋区 環状６号線 環状６号線，高速５号池袋線 0.7 1.2 1.9 3,000 6,000 17,000 23,000 26,000 13,000 80
64 埼玉県 さいたま市 一般国道１７号 一般国道１７号，高速埼玉大宮線 9.1 7.0 16.1 122,000 73,000 16,000 89,000 211,000 13,000 310
65 大阪府 寝屋川市 一般国道１号 一般国道１号 4.0 0.0 4.0 51,000 0 0 0 51,000 13,000 70
66 千葉県 市川市 一般国道１４号（京葉道路） 一般国道１４号（京葉道路） 4.0 0.0 4.0 51,000 0 0 0 51,000 13,000 110

区間長km 排出量g
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表 1-1-3③ 全国上位 100 位一覧表 
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№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
単独 複断面 全体 単独 複断面下 複断面上 複断面計 全体 g/km 人

67 埼玉県 草加市 一般国道２９８号 一般国道２９８号，東京外環自動車道 0.0 5.3 5.3 0 32,000 35,000 67,000 67,000 13,000 80
68 大阪府 堺市 大阪臨海線 大阪臨海線，高速湾岸線 4.4 3.8 8.2 39,000 32,000 31,000 63,000 102,000 13,000 50
69 兵庫県 神戸市 高速神戸西宮線 高速神戸西宮線 2.7 0.0 2.7 34,000 0 0 0 34,000 12,000 520
70 神奈川県 横浜市 高速神奈川３号狩場線 高速神奈川３号狩場線 6.7 0.0 6.7 82,000 0 0 0 82,000 12,000 260
71 埼玉県 川口市 高速川口線 高速川口線 0.0 0.0 0.0 0 0 0 0 0 12,000 70
72 千葉県 千葉市 一般国道１４号 一般国道１４号，東関東自動車道 4.5 1.0 5.5 41,000 9,000 15,000 24,000 65,000 12,000 180

73 東京都 杉並区 新宿国立線
新宿国立線，中央自動車道，
高速４号新宿線

0.0 2.3 2.3 0 4,000 23,000 27,000 27,000 12,000 50

74 千葉県 柏市 一般国道１６号 一般国道１６号 9.9 0.0 9.9 114,000 0 0 0 114,000 12,000 100
75 神奈川県 厚木市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 7.4 0.0 7.4 86,000 0 0 0 86,000 12,000 150

76 愛知県 春日井市 一般国道３０２号
一般国道３０２号，近畿自動車道名古屋大
阪線

0.0 4.8 4.8 0 12,000 43,000 55,000 55,000 11,000 80

77 東京都 杉並区 環状７号線 環状７号線 4.2 0.0 4.2 48,000 0 0 0 48,000 11,000 160
78 岡山県 岡山市 一般国道２号 一般国道２号 10.1 0.0 10.1 115,000 0 0 0 115,000 11,000 60
79 大阪府 大阪市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速道路西大阪線 5.9 3.9 9.8 66,000 30,000 15,000 45,000 111,000 11,000 220
80 千葉県 習志野市 一般国道１４号（京葉道路） 一般国道１４号（京葉道路） 3.7 0.0 3.7 42,000 0 0 0 42,000 11,000 100
81 大阪府 吹田市 名神高速道路 名神高速道路 8.1 0.0 8.1 91,000 0 0 0 91,000 11,000 220

82 神奈川県 横浜市 一般国道１５号
一般国道１５号，高速横羽線及び
高速神奈川２号線

4.1 0.8 4.8 40,000 7,000 7,000 14,000 54,000 11,000 90

83 神奈川県 海老名市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 3.2 0.0 3.2 36,000 0 0 0 36,000 11,000 70
84 埼玉県 川越市 関越自動車道 関越自動車道（新潟線） 10.1 0.0 10.1 110,000 0 0 0 110,000 11,000 60
85 大阪府 豊中市 大阪池田線 大阪池田線，高速大阪池田線 0.0 7.4 7.4 0 35,000 46,000 81,000 81,000 11,000 120
86 千葉県 船橋市 一般国道１４号（京葉道路） 一般国道１４号（京葉道路） 4.5 0.0 4.5 48,000 0 0 0 48,000 11,000 100
87 東京都 府中市 中央自動車道 中央自動車道 7.2 0.0 7.2 78,000 0 0 0 78,000 11,000 130
88 神奈川県 座間市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 2.7 0.0 2.7 29,000 0 0 0 29,000 11,000 70
89 神奈川県 相模原市 一般国道１２９号 一般国道１２９号 7.7 0.0 7.7 83,000 0 0 0 83,000 11,000 100
90 東京都 港区 高輪麻布線 高輪麻布線，高速都心環状線 1.6 1.3 2.8 6,000 5,000 19,000 24,000 30,000 11,000 100
91 宮城県 仙台市 一般国道４号 一般国道４号 22.8 0.0 22.8 243,000 0 0 0 243,000 11,000 240

92 愛知県 名古屋市 一般国道３０２号
一般国道３０２号，近畿自動車道名古屋大
阪線

1.6 13.2 14.8 4,000 42,000 111,000 153,000 157,000 11,000 330

93 東京都 調布市 中央自動車道 中央自動車道 4.8 0.0 4.8 51,000 0 0 0 51,000 11,000 100
94 石川県 金沢市 一般国道８号 一般国道８号，北陸自動車道 4.9 8.4 13.3 29,000 74,000 36,000 110,000 139,000 11,000 110
95 神奈川県 大和市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 4.6 0.0 4.6 48,000 0 0 0 48,000 10,000 100
96 埼玉県 和光市 練馬川口線 練馬川口線 3.9 0.0 3.9 41,000 0 0 0 41,000 10,000 160
97 東京都 渋谷区 高速４号新宿線 高速４号新宿線 1.7 0.0 1.7 17,000 0 0 0 17,000 10,000 120
98 東京都 昭島市 一般国道１６号 一般国道１６号 3.9 0.0 3.9 40,000 0 0 0 40,000 10,000 60
99 東京都 練馬区 関越自動車道 関越自動車道 2.9 0.0 2.9 30,000 0 0 0 30,000 10,000 90
100 神奈川県 川崎市 高速神奈川１号横羽線 高速神奈川１号横羽線 0.4 0.0 0.4 4,000 0 0 0 4,000 10,000 160

区間長km 排出量g
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表 1-1-4 選定地域 
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排出強度 1-3年人口
単独 複断面 全体 単独 複断面下 複断面上 g/km 人

36 東京都 世田谷区 一般国道２４６号
一般国道２４６号，
高速３号渋谷線

2.8 5.3 8.0 18,000 32,000 83,000 17,000 280

東京都 世田谷区 環状７号線 環状７号線 5.9 0.0 5.9 54,000 0 0 9,000 190

東京都 世田谷区 環状８号線
環状８号線，
一般国道４６６号

11.6 0.0 11.6 99,000 0 0 9,000 370

12 神奈川県 川崎市 東名高速道路 東名高速道路 5.3 0.0 5.3 110,000 0 0 21,000 210

33 千葉県 千葉市 一般国道１６号
一般国道１６号，
一般国道１６号（京葉道路）

0.0 7.8 7.8 0 39,000 92,000 17,000 50

72 千葉県 千葉市 一般国道１４号
一般国道１４号，
東関東自動車道

4.5 1.0 5.5 41,000 9,000 15,000 12,000 180

32 愛知県 名古屋市 一般国道２３号
一般国道２３号，
市道高速２号

14.8 2.8 17.5 239,000 49,000 10,000 17,000 160

46 愛知県 名古屋市 東名高速道路 東名高速道路 7.4 0.0 7.4 112,000 0 0 15,000 110

92 愛知県 名古屋市 一般国道３０２号
一般国道３０２号，
近畿自動車道名古屋大阪線

1.6 13.2 14.8 4,000 42,000 111,000 11,000 330

2 大阪府 門真市 大阪中央環状線
大阪中央環状線，
近畿自動車道

0.0 3.6 3.6 0 52,000 41,000 26,000 90

4 大阪府 茨木市 大阪中央環状線
大阪中央環状線，
中国自動車道

0.0 3.6 3.6 0 47,000 36,000 23,000 100

5 大阪府 摂津市 大阪中央環状線
大阪中央環状線，
近畿自動車道

0.2 3.3 3.5 2,000 33,000 42,000 22,000 60

79 大阪府 大阪市 一般国道４３号
一般国道４３号，
高速道路西大阪線

5.9 3.9 9.8 66,000 30,000 15,000 11,000 220

3 兵庫県 芦屋市 一般国道４３号
一般国道４３号，
高速神戸西宮線

0.0 2.1 2.1 0 24,000 25,000 23,000 80

18 兵庫県 西宮市 一般国道４３号
一般国道４３号，
高速大阪西宮線

0.0 6.0 6.0 0 65,000 53,000 20,000 160

24 兵庫県 尼崎市 一般国道４３号
一般国道４３号，
高速大阪西宮線

0.0 4.5 4.5 0 58,000 24,000 18,000 60

№

中京

阪神

区間長km 排出量g
地域

関東

２３区

その他

対象路線主路線市県
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表 1-1-5① 選定理由（関東地区：東京２３区） 

1-3 年生沿道人口が 200 名を超え、最も上位に位置する 36 位：世田谷区「国道２４６号，高速３号渋谷線」を対象とした。 

「環状７号線」、「環状８号線，国道４６６号」：上位 100 市区・路線に含まれないが、ＤＥＰ排出強度が 8,000g/km を超え、1-3 年生沿道人口が多いので、

調査効率を考え、対象とした。 
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№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
21 東京都 葛飾区 新荒川葛西堤防線 新荒川葛西堤防線，高速中央環状線 0.2 3.7 3.9 0 7,000 66,000 73,000 73,000 19,000 60
35 東京都 足立区 平方東京線 平方東京線，高速６号三郷線 0.1 2.8 2.9 0 10,000 37,000 47,000 47,000 17,000 80
36 東京都 世田谷区 一般国道２４６号 一般国道２４６号，高速３号渋谷線 2.8 5.3 8.0 18,000 32,000 83,000 115,000 133,000 17,000 280

40 東京都 江戸川区 一般国道１４号（京葉道路）
一般国道１４号（京葉道路），
高速７号小松川線

2.2 1.1 3.3 32,000 16,000 5,000 21,000 53,000 16,000 100

41 東京都 板橋区 一般国道１７号 一般国道１７号，高速５号池袋線 1.9 2.4 4.3 17,000 19,000 31,000 50,000 67,000 16,000 160
42 東京都 港区 高速都心環状線 高速都心環状線 2.2 0.0 2.2 35,000 0 0 0 35,000 16,000 60
43 東京都 世田谷区 高速３号渋谷線 高速３号渋谷線 1.1 0.0 1.1 17,000 0 0 0 17,000 16,000 180
45 東京都 杉並区 一般国道２０号 一般国道２０号，高速４号新宿線 0.8 3.5 4.3 4,000 26,000 36,000 62,000 66,000 15,000 120

49 東京都 港区 日本橋芝浦大森線
日本橋芝浦大森線，高速都心環状線，
高速１号羽田線

3.1 4.6 7.7 26,000 48,000 35,000 83,000 109,000 14,000 70

50 東京都 江東区 環状３号線 環状３号線，高速９号深川線 1.0 2.6 3.7 8,000 21,000 23,000 44,000 52,000 14,000 80
53 東京都 渋谷区 一般国道２０号 一般国道２０号，高速４号新宿線 0.0 2.5 2.5 0 9,000 26,000 35,000 35,000 14,000 110
57 東京都 足立区 高速６号三郷線 高速６号三郷線 0.4 0.0 0.4 6,000 0 0 0 6,000 13,000 130
58 東京都 千代田区 高速５号池袋線 高速５号池袋線 1.9 0.0 1.9 26,000 0 0 0 26,000 13,000 60
59 東京都 板橋区 高速５号池袋線 高速５号池袋線 2.6 0.0 2.6 34,000 0 0 0 34,000 13,000 310
60 東京都 文京区 高速５号池袋線 高速５号池袋線 1.2 0.0 1.2 16,000 0 0 0 16,000 13,000 60
61 東京都 墨田区 高速６号向島線 高速６号向島線 6.7 0.0 6.7 89,000 0 0 0 89,000 13,000 90
63 東京都 板橋区 環状６号線 環状６号線，高速５号池袋線 0.7 1.2 1.9 3,000 6,000 17,000 23,000 26,000 13,000 80

73 東京都 杉並区 新宿国立線
新宿国立線，中央自動車道，
高速４号新宿線

0.0 2.3 2.3 0 4,000 23,000 27,000 27,000 12,000 50

77 東京都 杉並区 環状７号線 環状７号線 4.2 0.0 4.2 48,000 0 0 0 48,000 11,000 160
90 東京都 港区 高輪麻布線 高輪麻布線，高速都心環状線 1.6 1.3 2.8 6,000 5,000 19,000 24,000 30,000 11,000 100
97 東京都 渋谷区 高速４号新宿線 高速４号新宿線 1.7 0.0 1.7 17,000 0 0 0 17,000 10,000 120
99 東京都 練馬区 関越自動車道 関越自動車道 2.9 0.0 2.9 30,000 0 0 0 30,000 10,000 90

区間長km 排出量g
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表 1-1-5② 選定理由（関東地区：その他） 

1-3 年生沿道人口が 200 名を超え、最も上位に位置する 12 位：川崎市「東名高速道路」を対象とした。 

上位に位置し、ＮＯｘのバックグランド濃度が低い遠隔地が選定できる 33 位：千葉市「一般国道１６号，京葉道路」、72 位：千葉市「一般国道１４号，

東関東自動車道」を対象とした。 
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№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
1 千葉県 浦安市 一般国道３５７号 一般国道３５７号，高速湾岸線 0.0 4.5 4.5 0 49,000 79,000 128,000 128,000 28,000 50
12 神奈川県 川崎市 東名高速道路 東名高速道路 5.3 0.0 5.3 110,000 0 0 0 110,000 21,000 210
15 埼玉県 戸田市 一般国道１７号 一般国道１７号，高速埼玉大宮線 0.0 4.0 4.0 0 43,000 37,000 80,000 80,000 20,000 60
16 神奈川県 川崎市 東京大師横浜線 東京大師横浜線，高速神奈川１号横羽線 0.5 5.8 6.3 5,000 62,000 58,000 120,000 125,000 20,000 130
19 神奈川県 横浜市 東名高速道路 東名高速道路 12.9 0.0 12.9 253,000 0 0 0 253,000 20,000 250
22 神奈川県 横浜市 一般国道１６号 一般国道１６号 9.5 0.0 9.5 173,000 0 0 0 173,000 18,000 160
25 埼玉県 川口市 一般国道２９８号 一般国道２９８号，東京外環自動車道 0.0 9.0 9.0 0 77,000 86,000 163,000 163,000 18,000 130
33 千葉県 千葉市 一般国道１６号 一般国道１６号，一般国道１６号（京葉道路） 0.0 7.8 7.8 0 39,000 92,000 131,000 131,000 17,000 50

34 埼玉県 川口市 足立川口線
足立川口線，高速川口線，
東北縦貫自動車道

0.1 6.5 6.5 0 31,000 79,000 110,000 110,000 17,000 80

44 神奈川県 横浜市 東京大師横浜線
東京大師横浜線，高速横羽線及び
高速神奈川２号線

0.5 2.8 3.3 4,000 22,000 25,000 47,000 51,000 15,000 60

56 千葉県 千葉市 東関東自動車道 東関東自動車道 5.8 0.0 5.8 78,000 0 0 0 78,000 13,000 100
62 埼玉県 川口市 一般国道１２２号 一般国道１２２号，東北縦貫自動車道 4.3 2.5 6.8 32,000 25,000 34,000 59,000 91,000 13,000 140
64 埼玉県 さいたま市 一般国道１７号 一般国道１７号，高速埼玉大宮線 9.1 7.0 16.1 122,000 73,000 16,000 89,000 211,000 13,000 310
66 千葉県 市川市 一般国道１４号（京葉道路） 一般国道１４号（京葉道路） 4.0 0.0 4.0 51,000 0 0 0 51,000 13,000 110
67 埼玉県 草加市 一般国道２９８号 一般国道２９８号，東京外環自動車道 0.0 5.3 5.3 0 32,000 35,000 67,000 67,000 13,000 80
70 神奈川県 横浜市 高速神奈川３号狩場線 高速神奈川３号狩場線 6.7 0.0 6.7 82,000 0 0 0 82,000 12,000 260
71 埼玉県 川口市 高速川口線 高速川口線 0.0 0.0 0.0 0 0 0 0 0 12,000 70
72 千葉県 千葉市 一般国道１４号 一般国道１４号，東関東自動車道 4.5 1.0 5.5 41,000 9,000 15,000 24,000 65,000 12,000 180
74 千葉県 柏市 一般国道１６号 一般国道１６号 9.9 0.0 9.9 114,000 0 0 0 114,000 12,000 100
75 神奈川県 厚木市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 7.4 0.0 7.4 86,000 0 0 0 86,000 12,000 150
80 千葉県 習志野市 一般国道１４号（京葉道路） 一般国道１４号（京葉道路） 3.7 0.0 3.7 42,000 0 0 0 42,000 11,000 100

82 神奈川県 横浜市 一般国道１５号
一般国道１５号，高速横羽線及び
高速神奈川２号線

4.1 0.8 4.8 40,000 7,000 7,000 14,000 54,000 11,000 90

83 神奈川県 海老名市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 3.2 0.0 3.2 36,000 0 0 0 36,000 11,000 70
84 埼玉県 川越市 関越自動車道 関越自動車道（新潟線） 10.1 0.0 10.1 110,000 0 0 0 110,000 11,000 60
86 千葉県 船橋市 一般国道１４号（京葉道路） 一般国道１４号（京葉道路） 4.5 0.0 4.5 48,000 0 0 0 48,000 11,000 100
87 東京都 府中市 中央自動車道 中央自動車道 7.2 0.0 7.2 78,000 0 0 0 78,000 11,000 130
88 神奈川県 座間市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 2.7 0.0 2.7 29,000 0 0 0 29,000 11,000 70
89 神奈川県 相模原市 一般国道１２９号 一般国道１２９号 7.7 0.0 7.7 83,000 0 0 0 83,000 11,000 100
93 東京都 調布市 中央自動車道 中央自動車道 4.8 0.0 4.8 51,000 0 0 0 51,000 11,000 100
95 神奈川県 大和市 一般国道２４６号 一般国道２４６号 4.6 0.0 4.6 48,000 0 0 0 48,000 10,000 100
96 埼玉県 和光市 練馬川口線 練馬川口線 3.9 0.0 3.9 41,000 0 0 0 41,000 10,000 160
98 東京都 昭島市 一般国道１６号 一般国道１６号 3.9 0.0 3.9 40,000 0 0 0 40,000 10,000 60
100 神奈川県 川崎市 高速神奈川１号横羽線 高速神奈川１号横羽線 0.4 0.0 0.4 4,000 0 0 0 4,000 10,000 160

区間長km 排出量g
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表 1-1-5③ 選定理由（中京地区） 

1-3 年生沿道人口が多く、上位に位置する名古屋市 32 位：「国道２３号，市道高速２号」、46 位：「東名高速道路」、92 位：「国道３０２号，市道高速２号」

を対象とした。 
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№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
26 愛知県 小牧市 東名高速道路 東名高速道路 7.0 0.0 7.0 125,000 0 0 0 125,000 18,000 60
29 愛知県 岡崎市 東名高速道路 東名高速道路 18.7 0.0 18.7 319,000 0 0 0 319,000 17,000 80
30 愛知県 一宮市 名神高速道路 名神高速道路 10.7 0.0 10.7 183,000 0 0 0 183,000 17,000 60
32 愛知県 名古屋市 一般国道２３号 一般国道２３号，市道高速２号 14.8 2.8 17.5 239,000 49,000 10,000 59,000 298,000 17,000 160
37 愛知県 豊田市 東名高速道路 東名高速道路 10.2 0.0 10.2 169,000 0 0 0 169,000 16,000 50
46 愛知県 名古屋市 東名高速道路 東名高速道路 7.4 0.0 7.4 112,000 0 0 0 112,000 15,000 110

76 愛知県 春日井市 一般国道３０２号
一般国道３０２号，近畿自動車道名古屋大
阪線

0.0 4.8 4.8 0 12,000 43,000 55,000 55,000 11,000 80

92 愛知県 名古屋市 一般国道３０２号
一般国道３０２号，近畿自動車道名古屋大
阪線

1.6 13.2 14.8 4,000 42,000 111,000 153,000 157,000 11,000 330

区間長km 排出量g
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表 1-1-5④ 選定理由（阪神地区） 

上位に位置し、連続する 2位：門真市、4位：茨木市、5位：摂津市の「大阪中央環状線，近畿自動車道」、3位：芦屋市、18 位：西宮市、24 位：尼崎市、

79 位：大阪市「一般国道４３号，高速神戸西宮線，高速道路西大阪線」を対象とした。 
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№ 県 市 主路線 対象路線 排出強度 1-3年人口
2 大阪府 門真市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 3.6 3.6 0 52,000 41,000 93,000 93,000 26,000 90
3 兵庫県 芦屋市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速神戸西宮線 0.0 2.1 2.1 0 24,000 25,000 49,000 49,000 23,000 80
4 大阪府 茨木市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，中国自動車道 0.0 3.6 3.6 0 47,000 36,000 83,000 83,000 23,000 100
5 大阪府 摂津市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.2 3.3 3.5 2,000 33,000 42,000 75,000 77,000 22,000 60
6 大阪府 吹田市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，中国自動車道 0.0 4.3 4.3 0 46,000 50,000 96,000 96,000 22,000 90
7 大阪府 茨木市 名神高速道路 名神高速道路 5.1 0.0 5.1 112,000 0 0 0 112,000 22,000 60
8 大阪府 豊中市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，中国自動車道 0.0 5.3 5.3 0 44,000 70,000 114,000 114,000 22,000 110
9 大阪府 八尾市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 3.5 3.5 0 34,000 40,000 74,000 74,000 21,000 60
10 大阪府 高槻市 名神高速道路 名神高速道路 8.4 0.0 8.4 179,000 0 0 0 179,000 21,000 100
11 大阪府 東大阪市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 6.6 6.6 0 70,000 68,000 138,000 138,000 21,000 100
14 大阪府 大阪市 大阪中央環状線 大阪中央環状線，近畿自動車道 0.0 4.1 4.1 0 43,000 40,000 83,000 83,000 20,000 100
18 兵庫県 西宮市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速大阪西宮線 0.0 6.0 6.0 0 65,000 53,000 118,000 118,000 20,000 160
20 兵庫県 神戸市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速神戸西宮線 0.7 7.1 7.8 6,000 58,000 88,000 146,000 152,000 19,000 240
23 兵庫県 西宮市 中国自動車道 中国自動車道 9.6 0.0 9.6 173,000 0 0 0 173,000 18,000 50
24 兵庫県 尼崎市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速大阪西宮線 0.0 4.5 4.5 0 58,000 24,000 82,000 82,000 18,000 60
27 兵庫県 宝塚市 中国自動車道 中国自動車道 4.6 0.0 4.6 81,000 0 0 0 81,000 17,000 70

38 大阪府 大阪市 築港深江線
築港深江線，高速大阪東大阪線，
布施停車場線

0.3 10.7 11.0 1,000 52,000 127,000 179,000 180,000 16,000 350

39 大阪府 枚方市 一般国道１号 一般国道１号 10.9 0.0 10.9 177,000 0 0 0 177,000 16,000 200
47 大阪府 藤井寺市 西名阪自動車道 西名阪自動車道 4.3 0.0 4.3 64,000 0 0 0 64,000 15,000 70
51 兵庫県 加古川市 一般国道２号 一般国道２号 0.8 10.7 11.5 8,000 5,000 148,000 153,000 161,000 14,000 470
52 兵庫県 神戸市 一般国道２号 一般国道２号，高速神戸西宮線 1.3 6.3 7.6 3,000 24,000 79,000 103,000 106,000 14,000 170
54 兵庫県 姫路市 一般国道２号 一般国道２号，一般国道２号 8.6 4.6 13.2 110,000 3,000 67,000 70,000 180,000 14,000 170
55 大阪府 東大阪市 一般国道３０８号 一般国道３０８号，高速大阪東大阪線 0.0 6.7 6.7 0 37,000 53,000 90,000 90,000 13,000 150
65 大阪府 寝屋川市 一般国道１号 一般国道１号 4.0 0.0 4.0 51,000 0 0 0 51,000 13,000 70
68 大阪府 堺市 大阪臨海線 大阪臨海線，高速湾岸線 4.4 3.8 8.2 39,000 32,000 31,000 63,000 102,000 13,000 50
69 兵庫県 神戸市 高速神戸西宮線 高速神戸西宮線 2.7 0.0 2.7 34,000 0 0 0 34,000 12,000 520
79 大阪府 大阪市 一般国道４３号 一般国道４３号，高速道路西大阪線 5.9 3.9 9.8 66,000 30,000 15,000 45,000 111,000 11,000 220
81 大阪府 吹田市 名神高速道路 名神高速道路 8.1 0.0 8.1 91,000 0 0 0 91,000 11,000 220
85 大阪府 豊中市 大阪池田線 大阪池田線，高速大阪池田線 0.0 7.4 7.4 0 35,000 46,000 81,000 81,000 11,000 120

区間長km 排出量g
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(2)評価手法 

①健康影響評価手法 

気管支喘息の発症とともに、その他の呼吸器症状・アレルギー症状の発現状況を把握する健康影

響評価は、国際的に用いられ標準化された質問票に準拠したものを基本とし、気管支喘息の発症に

関連する可能性のある質問（対象者本人及び家族に関する基本属性、居住歴、既往歴、居住環境、

体格等）を含めた質問票を用いることとした。また、気管支喘息等の呼吸器症状とアレルギー素因との

関連性を評価するため、血液検査により総 IgE 量、ダニ特異 IgE 量、スギ特異 IgE 量を把握することと

した。 

呼気ＮＯ濃度は、気道炎症性の強さに相関し、気道炎症状態を非侵襲的に確認できる感度の高い

指標であると言われており、疫学調査への活用について検討されたが、短期的な大気汚染濃度との

関連性が示唆され、その影響を補正する手法が確立されていないため、現時点で疫学調査における

客観的な健康影響評価手法として採用することは難しいと評価した。 

 

②曝露評価手法 

調査対象者の個人曝露量は、元素状炭素及び窒素酸化物を指標として、屋外濃度推計値、屋内

濃度推計値、行動時間推計値を用いた図 1-1-3 に示す時間加重モデルにより推計することとした。 

屋外濃度推計値は、年平均濃度とし、拡散モデルを用いて、対象幹線道路寄与濃度にその他発

生源寄与濃度を加えて算出する。屋内濃度推計値は、屋内・屋外の測定結果をもとに設定する屋内・

屋外濃度関係パラメータを屋外濃度推計値に乗じて算出する。行動時間推計値は、既存の生活時間

調査データを用いて集団要約値を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-3 時間加重モデルの概要 
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③居住環境評価手法 

気管支喘息等の呼吸器症状と居住環境との関連性を評価するため、ダニアレルゲン量の調査を行

うこととした。ＶＯＣ（揮発性有機化合物）濃度の調査によりガソリン由来物質等の曝露状況を把握する

ことが可能であるが、気管支喘息等の呼吸器症状に対するＶＯＣの影響が明確でないため、調査は行

わないこととした。 

 

④対象者数 

必要な対象者数は、従来の疫学調査デザインを考慮して、道路端 0～50m 範囲の地区（Ａ地区）と

道路端から 50m 以遠の地区（Ｂ地区）における気管支喘息発症率の比較に必要な標本数を統計学に

基づいて検討した。結果は表 1-1-6、図 1-1-4 に示すとおりである。 

 

表 1-1-6 標本数、リスク比と検出力の関係 

 

図 1-1-4 標本数、リスク比と検出力の関係 

 

6,000人 8,000人 10,000人 12,000人
1.5 51.7 63.6 73.3 80.5
1.6 64.8 77.1 85.6 91.1
1.7 76.1 87.0 93.2 96.6
1.8 84.9 93.4 97.2 98.9
1.9 91.2 96.9 99.0 99.7
2.0 95.2 98.7 99.7 99.9
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 (3)外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 

疫学調査設計委員会において策定した実施計画書案について、外部評価委員会の評価を受けた。 

外部評価委員会からの指摘事項及びその対応は表 1-1-7 に示すとおりである。 
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表 1-1-7① 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 

指摘事項 委員名 回答・対応 
必要な回答者数の説明の中で，リスク比が 1.5 ～2.0 とい
う説明があったが，個人曝露量は単純な沿道と後背という

ような２群比較ではなく，連続的な分布をもっている。リ

スク比は，単純に想定できないと思うが，どのように考え

たのか。 

吉村委員 これまでの疫学調査では，２群の単純比較での結果をオッズ比という

形で表現している。本研究の設計に当たっても，便宜上，沿道，後背

という区分を想定した場合，同程度のリスク比になるとの仮定の下に

対象者数を算出した。解析においては，単純な２群の比較ではなく，

曝露量と発症率との関係式（回帰式）における傾きを求めるが，その

場合の結果を予測するための既存の資料がないため，上記の方法によ

った。 
従来の２群比較のデータに基づいて，調査計画を設計した

と考えてよいか。その場合，共変量調整に関しては，どの

ようなモデルを想定しているのか。 
 
 
 
 

吉村委員 基本的には，ぜん息の発症率をモデル化する。大気汚染物質の曝露濃

度として ECあるいは NOxを変数として入れ，様々な共変量も調整
して，解析したい。最終的には，EC あるいは NOｘの単位濃度増加
あたりのぜん息有症率の増加を求めることになるが，サンプルサイズ

の見積もりに利用できるデータが現在ないので，リスク比 1.5～2.0
に相当するところを検出できるような規模のサンプルサイズで設計

した。 
サンプルサイズの計算に用いたリスク比は，沿道地域と後

背地域の比と考えてよいか。遠隔地区は，どう扱うのか。 
富永委員 リスク比は，沿道地域と後背地域の比である。遠隔地区は，リスク比

によるサンプルサイズの計算には加えていない。最終的な結果には，

遠隔地区が加わるので，検出力は計算値よりもさらに高いものになる

と考えている。 
4 年間で３％が発症するという想定であるが，調査開始時
点までに，年齢分の（6～８年間）曝露がある。調査開始時
点までの発症があると思うが，それをどのように組み合わ

せて解析するのか。 

笠原委員 基本的には，ベースライン調査で，ぜん息でない児童を抽出して，そ

のうち４年間の追跡期間に発症する児童の発症率を計算する。したが

って，調査開始時点でぜん息である児童は，発症率の計算には含まれ

ない。なお，従来の断面調査との一致性をみる上で，ベースラインの

断面調査の結果も解析する予定である。 
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表 1-1-7② 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 
指摘事項 委員名 回答・対応 

３次元的な垂直方向の曝露濃度はどのように扱うのか。 
例えば，川崎市の東名高速道路は，高架構造で防音壁など

があり推計が厄介になると想像される。 
発生源における垂直分布と曝露地点における垂直分布との

両方が考えられる。 

柳澤委員 3次元的な濃度分布もモデルで推計する。少なくとも従来アセスメン
トで使用されているようなモデルを使用するのは避け，解析型モデル

を使用する。風洞実験や垂直方向に配慮した観測地点のおける実測

（間欠測定）を実施して，モデルの精度を高める予定である。 

垂直方向の濃度をモデルで推計できたとして，どの部分の

濃度を曝露濃度として評価するのか。 
笠原委員 生活空間の建物の外側の屋外濃度を用いる予定である。例えば，高層

階の８階に居住しているのであれば８階の屋外濃度を，小学校で普段

子どもが過ごしている教室が３階であれば３階の屋外濃度を使用す

る。 
小児のぜん息は，ほとんどがアトピー型ぜん息であり，３

歳までに６０％が発症して，６歳までには９０％が発症す

る。本調査では，残りの１０％をみることになる。６歳以

降に発症するお子さんの場合は，そのようなアトピー型ぜ

ん息をみるのか，それとも Reactive Airway Disease のよ
うな非アトピー型のぜん息をみるのか。６歳以前と６歳以

後の発症では，ぜん息群の母集団が変わると思う。 

森川委員 

小児ぜん息が学童期以前に起こることが多いにもかかわら

ず，学童のみを対象として調査を行うのであれば，比較的

感受性の低い人を対象に調査を行うことにならないか。そ

の場合，関係がないとの結果がでても，対象者の感受性が

低すぎて関係が見い出せなかったという可能性を排除でき

ないのではないか。 

秋葉委員 

６歳までに発症するぜん息と６歳以降に発症するぜん息の違い（感受

性も含めて）について明確に回答できる疫学調査のデータはないと思

われる。本調査研究は，小学生を対象としてベースライン調査以降の

発症を捉える調査であるが，ベースライン調査のデータを用いて有症

率についての横断調査解析を行う予定である。また，未就学児での調

査については別途別の手法で調査を行うことを計画している。 
なお，これまでの調査結果を参考にしてこの年齢層の集団であっても

検出できるように十分な対象者数を計画している。 
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表 1-1-7③ 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 
指摘事項 委員名 回答・対応 

「小学生の気管支ぜん息の発症率を地区Ｂで 3.0％／４年
と設定」としているが，小学生より弱者としての幼児の６

年間における発症率はさらに高く，また人口割合は 10％程
度と推定された地区Ａの幼児の発症率はさらに高いものと

素人目には考えられる。また，このようなことは委員会で

の森川先生の発言からも想像されるものである。本調査で

は，ベースライン調査において，幼児期での発症率も明ら

かとなるものと考えられるが，幼児期に発症した学童に対

する調査をより綿密に行うことにより，より貴重なデータ

を得ることができるのではないかと考える。少なくとも前

述した転校者の追跡調査（曝露量調査にはかなりの手間を

要するものと思われる）より，はるかに貴重なデータを得

ることができるのではないかと思われる。 
 

笠原委員 ６歳までに発症するぜん息と６歳以降に発症するぜん息の違い（感受

性も含めて）について明確に回答できる疫学調査のデータはないと思

われる。本調査研究は，小学生を対象としてベースライン調査以降の

発症を捉える調査であるが，ベースライン調査のデータを用いて有症

率についての横断調査解析を行う予定である。また，未就学児での調

査については別途別の手法で調査を行うことを計画している。 
なお，これまでの調査結果を参考にしてこの年齢層の集団であっても

検出できるように十分な対象者数を計画している。 

目的のひとつは，Hazard の同定だけでなく，単位曝露濃
度あたりのリスク値（量－反応）を算出する計画であるが，

用量・反応関係は線形を仮想しているのか。 
 

秋葉委員 基本的な解析としては，対数線形モデルをまず検討する。それだけで

現象を説明できる訳ではないと考えるので，スムージングの手法を使

って，どのくらい変わっているのかも検討する。 

調査開始時点までの累積曝露の寄与はどのように考えてい

るのか。 
秋葉委員 すでに年齢分（６～８年間）の曝露を受けているが，本調査研究はベ

ースライン調査時からの年間平均曝露量の累積値をターゲットとし

て考えている。 
なお，調査票の中で居住歴及び過去１年間の居住地を聞いており，解

析の際に考慮する予定である。 
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表 1-1-7④ 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 
指摘事項 委員名 回答・対応 

途中で転入してきた人は，除外するのか。 秋葉委員 発症を計算する上では除外するが，断面調査の解析に用いる。 
初年度ぜん息でなかった人が，２年目と３年目にぜん息発

症して，４年目に寛解して，５年目に再発した場合，どう

数えるのか。 

秋葉委員 最初の発症をみるのが基本であるが，複数回の発症でも解析できるよ

うなモデルもあるので，対応可能である。 

目的外には利用しないと明記しているが，これは重要なデ

ータで，有効利用したいということが将来でてくると思う。

しかるべき理由があれば，目的外利用を認めてもよいので

はないかと考える。目的外利用が可能になるよう再考して

欲しい。 
 

吉村委員 調査対象者及び代諾者には調査の目的を明示して協力いただくこと

が重要であると考えており，収集した情報の使用目的は本調査研究で

の使用に限ることとしたい。 

結果を参加者に報告することについて，計画書に明確に書

かれていないが，どのような予定になっているのか。 
吉村委員 

結果は，毎年返すのか，全部終わった段階で返すのか。 柳澤委員 

血液検査，居住環境のダニアレルゲン調査，家屋の屋内・屋外測定及

び個人曝露量測定の結果については，結果が得られた段階で逐次調査

対象者に通知する。結果を通知することについては，同意説明文書に

記載しているが，調査計画書にもその旨規定する。 
対応：調査研究計画書案 P.5に記載 

結果を返すことによる影響（バイアス）は，どう考えるか。 柳澤委員 血液検査，居住環境のダニアレルゲン調査，家屋の屋内・屋外測定及

び個人曝露量測定の結果を調査対象者に通知することがバイアスと

なる可能性は低いと思われる。 
結果を全く何も返さないと，継続率にも影響すると思う。 柳澤委員 ベースライン調査時の血液検査や居住環境のダニアレルゲン調査の

結果などは，１年目に返す予定である。その他，ニュースレターやホ

ームページ上で継続の呼びかけを働きかける予定である。 
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表 1-1-7⑤ 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 
指摘事項 委員名 回答・対応 

個人曝露を測定する際，サンプラーを１日以上携帯するが，

肉体的・精神的負担に問題ないか。また，同意の有無がク

ラス内での学童の友人関係に悪影響を与える可能性につい

て，予め倫理的な配慮の観点から検討しておく必要はない

か。 

秋葉委員 サンプラーの携帯による負担については，NOx についてはバッジ式
のものを用い，ECについては調査対象者が５年生ないし６年生にな
った時点で実施することにより配慮したい。また，同意した場合と同

意しなかった場合とで，いじめのようなことがありうるのかは予想で

きないが，同意した児童と同意しなかった児童とで，区別されること

がないように十分に配慮していきたい。なお，従来の調査において対

象者や保護者の精神的な負担になったのは，紛失した時であったの

で，紛失しても問題ないことを説明する予定である。 
個人曝露の変動要因は，地域汚染，局地汚染，室内汚染と

があるが，本計画では，かなり局地に主眼をおいている。

調査期間中の５年間について，対象地域が経年的にどのよ

うに変化をしているかという解析が必要ではないだろう

か。NOxを曝露量としてみるのであれば，地域の炭化水素
濃度によって，相当 NOx 濃度も変わってくる。コホート
の５年間が，安定していたのか，あるいは異常の年があっ

たのかという点についても解析した方がよい。 
 

柳澤委員 地域汚染の経年変化に関しては，対象地域に一般局があるので，過去

も含めて経年変化の変動を把握していく予定である。また，指摘のあ

った炭化水素だけでなく，SPM，NOx などの測定項目についても経
年的な変化が安定したものなのか，あるいは，異常があったのかを調

査する予定である。 

個人曝露濃度に年平均値を用いているが，四季のウェート

付けは地域によってどのように行うのか。例えば，関東と

関西では，冬期の気温差が若干あり，暖房の使用頻度も多

少異なる。 

柳澤委員 季節別のウェート付けに関しては，毎時間の気象要素の年間出現頻度

をモデルにして計算するので，季節別ウェートがモデルの中で反映さ

れていると考える。 
一方，研究の限界として，室内発生源に起因する曝露量については，

曝露量推計に反映せず，質問票調査の情報に基づいて解析において定

性的に反映していくことを考えている。 
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表 1-1-7⑥ 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 
指摘事項 委員名 回答・対応 

説明と同意について 
研究対象者の保護者に対して，何らかの形で，「児童の通う

小学校が研究対象として選択された理由」などを含めた「当

該研究の意義に関する事前のお知らせ」を行うことを検討

してはいかがか。 

白井委員 調査対象候補者及び想定される代諾者に対して，同意書配布に先立っ

て，パンフレットの配布，ポスターの掲示，説明会の開催等により，

調査の意義，内容に関する情報提供を行う予定であり，この旨調査研

究計画書に規定する。 
対応：調査研究計画書案 P.6に記載 

説明と同意の手続きについて 
担任の教師経由で①～⑤の資料を配布する場合，教師は児

童に対してどのような説明を行うのでしょうか。教師の説

明が調査協力への無意識の圧力になることを防ぐための配

慮はなされているのか。 

白井委員 同意説明書，同意書の配布の際して，先生からの説明事項を決定し，

その旨調査計画書に規定する。 
対応：調査研究計画書案 P.6に記載 

説明と同意の手続きについて 
保護者が調査協力に対して検討する際に疑問や質問が出て

きた場合は事務局に直接問い合わせるかたちとなっている

が，資料配布から担任へ提出するまでの十分な時間がある

のか。 

白井委員 フリーダイヤルを開設して，随時，質問・照会に対応する体制をとる。

同意説明書，同意書，調査票等の配布の時期は土，日の開設について

も検討する。 

倫理的事項について 
個人情報の管理システムの信頼性を担保するためにも，情

報管理システムの構造およびメンテナンスについての方法

を研究計画書に具体的に記載することが必要だと思う。 

白井委員 個人情報管理の体制，共同利用の範囲について明確化し，その内容を

調査研究計画書に規定する。 
対応：調査研究計画書案 P.13及び別添 6に記載 
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表 1-1-7⑦ 外部評価委員会からの指摘事項及びその対応 
指摘事項 委員名 回答・対応 

以前，一戸建てと高層建築（アパート，マンションなど）

では，後者の方がぜん息の発生率が高いというデータを見

たことがある。今回の調査で住居形態として幹線道路沿い

は高層建築が多く，道路から離れたところは一戸建てが多

いと思われる。質問ではそのどちらかが分からないと思う

が，いかがか。 

森川委員 調査票調査の質問事項として，一戸建てか，集合住宅（ﾏﾝｼｮﾝ，ｱﾊﾟｰ

ﾄ）か，さらに何階建ての何階かを問うこととしている。 

p.4, p.8 転校者の追跡調査について 
調査対象者が転校した場合は可能な限り追跡調査する。す

なわち，「全国大気汚染物質濃度メッシュデータベースより

個人曝露量を推計し，特に交通量の多い沿道に近接してい

る者については別途詳細計算を行う」としているが，他に

曝露地点，屋内外濃度比，曝露地点の対象年度各年の気象

条件など諸要因との整合性から，個人曝露量の推定精度の

確保が問題となるのではないかと考える。非転校者データ

と同一に考えてよいのか，または参考程度の資料とするの

か。 

笠原委員 転出者については，簡易モデルを使って作成する全国大気汚染物質濃

度メッシュデータベースを用いて，転出先の屋外濃度を推計するが，

転出先居住地が自動車交通量の多い幹線道路に近接している場合に

は，別途，調査対象の近傍地区と同様の推計を行うこととしており，

非転校者と同等に解析対象とする予定である。 

住居室内の日光照射量，換気量などが重要な交絡要因にな

るのでないかと考える。もし可能ならば，これら点につい

ての考慮を検討されてはどうか。 

秋葉委員 日光照射量や換気量の影響については，これまでに知見は得られて

いない。また，日射量や換気量を測定することができる機器・方法で

疫学調査に適応可能なものはないのが現状である。したがって，質問

票調査の中で家屋構造等に関する質問への回答によって間接的に評

価したいと考えている。 
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(4)実施計画書案等の作成 

外部評価委員会での指摘事項を踏まえ、以下のとおり実施計画書案を作成した。また、説明文書の

案についても作成した。 
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1-2 説明資料案 

平成 17 年度からの大気汚染の健康影響に関する本格的な疫学調査に際し、円滑に調査を実施する

為には、調査内容について調査対象者、関係自治体等に適切に説明を行う必要がある。従って、疫学調

査研究実施計画案に基づき、パンフレット・ホームページ・ポスターの内容について検討を行った。 

 

(1)パンフレット 

大気汚染の健康影響に関する調査について、主として調査対象者である小学校１～３年生の保護者

に対し、調査の必要性、調査の概要を理解してもらうためのパンフレット案を検討した。 

パンフレットは携帯性を考慮して、観音開き折り上がりＡ５サイズ両面４枚に以下の７項目を記載する

こととした。パンフレット案を図 1-2-1 に示す。 

① 環境省が行う調査研究であること 

② 調査の概要とプロジェクトの説明 

③ 調査地域の説明 

④ 調査内容の説明 

⑤ 調査日程の説明 

⑥ 個人情報保護の説明 

⑦ 連絡先 

 

(2)ホームページ 

ホームページの内容は、基本的にパンフレット案を参考とし、Ｑ＆Ａと関連文書を追加することとした。

なお、使用者の利便性を考慮して表示サイズ等の決定し、横スクロールなしで作成した。ホームページ

案は図 1-2-2 に示す。 

 

(3)ポスター 

ポスターの内容は、基本的にパンフレット案を参考とし、以下の用語等を記載することとした。ポスタ

ー案は図 1-2-3 に示す。 

① 環境省が行う調査研究であること 

② 自動車排出ガスの健康影響に関する調査であること 

③ 2005 年から開始するものであること 

④ 大都市圏で行うこと 

⑤ 協力小学校の１～３年生とその保護者が対象であること 

⑥ 主に３つの調査項目にご協力いただくこと 
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図 1-2-1（1）パンフレット 
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図 1-2-1（2）パンフレット 
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図 1-2-2（1） ホームページ（トップページ） 

 

図 1-2-2（2） ホームページ（調査の概要：目的） 
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図 1-2-2（3） ホームページ（調査の概要：内容） 
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図 1-2-2（4） ホームページ（調査の概要：調査地域） 
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図 1-2-2（5） ホームページ（調査の概要：スケジュール） 
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図 1-2-2（6） ホームページ（個人情報の保護） 

 

図 1-2-2（7） ホームページ（よくあるご質問） 
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図 1-2-2（8） ホームページ（関連文書） 
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図 1-2-3 ポスター 
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２．予備調査 

2-1 環境調査 

(1)調査目的 

平成 17 年度からの大気汚染の健康影響に関する本格的な疫学調査の実施に向け、主要幹線道路

沿道地域及び一般環境地域において予備的な測定を実施し、大気汚染の状況を確認することを目的と

する。 

 

(2)調査地区 

調査地区選定にあたっては、「５．疫学調査調査設計」において検討した実施計画案に基づき、推計

ディーゼル排気微粒子（ＤＥＰ）排出強度が 10000g/km/day 以上の幹線道路沿道地域と同一市区内で

幹線道路等の影響が少ない一般環境地域とし、関東地区・中京地区・阪神地区より選定した。各地区の

調査地点は表 2-1-1 に示す。 

 

表 2-1-1 各地区の調査地点 

 

地区 自治体名 一般環境地域

千葉県千葉市 検見川自動車排出ガス測定局
東関道
Ｒ14号

土気一般環境大気測定局

東京都世田谷区 八幡山自動車排出ガス測定局 都道311号 成城一般環境大気測定局

神奈川県川崎市 － 麻生一般環境大気測定局

中京地区 愛知県名古屋市 元塩自動車排出ガス測定局 Ｒ23号 国設名古屋一般環境大気測定局

阪神地区 兵庫県芦屋市 宮川小自動車排出ガス測定局
阪神高速
Ｒ43号

朝日ヶ丘小一般環境大気測定局

関東地区

幹線道路沿道地域
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(3)調査内容 

主要幹線道路沿道地域及び一般環境地域において予備的な測定を実施し、大気汚染の状況を確認

するため、PM2.5 中の OBC の連続測定を行った。測定に使用した機材及び測定項目は表 2-1-2 に示

す。 

測定機材は屋外又は測定局内に設置した。測定機材の設置状況を図 2-1-1 に示す。 

 

表 2-1-2 自動連続測定の仕様等 

機器名 メーカー名 仕  様 

SPM-613D 紀本電子工業㈱ 測 定 項 目：PM2.5 中の OBC 
測 定 原 理：OBC 赤外線反射型光散乱検出器 
測 定 範 囲：OBC 0～20ug/m3 
捕 集 方 式：ろ過方式 
分 粒 方 法：サイクロン方式、バーチャルインパクタ方式
測 定 周 期：１時間 
試料大気流量：16.7L/min 
使 用 ろ 紙：テフロンろ紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 自動連続測定 
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(4)調査結果 

各地点６～９週間の測定結果をもとに、日平均値（20 時間以上測定できた日平均値）の週平均値（平

日５日間平均値）とその中央値及び交通量を示した（図 2-1-2）。 

OBC は、元塩自排局（名古屋市）、宮川小自排局（芦屋市）、八幡山自排局（世田谷区）の順に高い

値を示し、その他は同程度の値となっていた。４自排局周辺における道路交通センサスの交通量は、 

宮川小（芦屋市）＞検見川（千葉市）＞元塩（名古屋市）＞八幡山（世田谷区） 

の順になっており、OBC の濃度分布と異なる傾向を示していた。宮川小自排局（芦屋市）周辺の道路構

造は、R43 号の平面構造と阪神高速の高架構造がある複層構造であり、測定局への寄与は R43 号が主

と考えられる。また、検見川自排局（千葉市）周辺の道路構造は、東関東自動車道とその両側に R14 号

がある平面構造で道路端に遮音壁が設置してあり、採取口が遮音壁より低いため道路からの寄与が低く

なった可能性が考えられる。従って、OBC 濃度は一般国道の交通量が最も多い元塩自排局（名古屋

市）が高く、次に同程度の交通量である八幡山自排局（世田谷区）、宮川小自排局（芦屋市）、交通量が

少なく遮音壁の影響がある検見川自排局（千葉市）の順になったものと考えられる。 

 

 

図 2-1-2 週平均値（平日５日間平均値）の分布 

 

n=

R14 環８ R23 R43

交通量(台) 33938 45399 58069 45538

混入率(%) 13.7 21.5 34.2 31.2

東関道 阪高

交通量(台) 68817 60882

混入率(%) 31.1 24.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

検見川
自排局

土気
一般局

八幡山
自排局

成城
一般局

麻生
一般局

元塩
自排局

国設名古屋
一般局

宮川小
自排局

朝日ヶ丘小
一般局

9 9 8 6 9 8 8 8 8

千葉市 世田谷区 川崎市 名古屋市 芦屋市

O
B
C
[u
g/
m
3
]



 84

2-2 説明文書・同意書理解度調査 

(1)調査目的 

平成 17 年度からの大気汚染の健康影響に関する本格的な疫学調査の実施に向け、疫学調査設計

検討委員会で検討した説明文書・同意書等について予備的な調査を実施し、その調査対象者の理解を

得られるかどうかについて評価することを目的とする。 

 

(2)調査内容 

疫学調査の対象者とほぼ同等の小学生の保護者（川崎市 20 名、大阪市 10 名）に、以下の書類等

（P.44～62,P.66～70 参照）を配布し、回答を得るとともに、各書類について不明点等の意見を聴取し、

理解度等について検討を行った。 

① 保護者のみなさまへ（保護者用説明書） 

② 小学生のみなさんへ（学童用説明書） 

③ 質問票調査へのご協力のお願い 

④ 血液検査へのご協力のお願い 

⑤ アレルゲン物質の検査へのご協力のお願い 

⑥ 自動車排気ガスによる空気の汚れの調査へのご協力のお願い 

 

 (3)調査結果 

①回収率 

回収率は表 2-2-1 に示すとおりである。川崎市 20 名中 16 名、大阪市 10 名中 8 名、回収率 80％

であった。 

表 2-2-1 回収率 

 

②同意率 

各調査項目の同意率は表2-2-2に示すとおりである。各調査項目の同意率は約40～80％となって

おり、手間のかからない質問票・ダニアレルゲン検査の同意率が高く、その他は低い傾向を示してい

た。 

表 2-2-2 同意率 

 

自治体名 配布数 回収数 回収率

川崎市 20 16 80%

大阪市 10 8 80%

合計 30 24 80%

同意者数
配布30人中の
同意率

24 80%

15 50%

22 73%

屋内・屋外測定 12 40%

個人曝露測定 11 37%

調査項目

質問票

血液検査

ｱﾚﾙｹﾞﾝ検査

空気の
汚れ調査
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③回答者からの意見等 

回答者から配布資料に対する主な意見や記入漏れ部分は表 2-2-3 に示すとおりである。 

本調査の際には、回答者からの意見や記入漏れ部分を参考に書類の適切な変更を行う必要があ

る。 

 

表 2-2-3 回答者からの主な意見等 

項  目 内    容 

書類タイトルと文章表現が同一でない。（どの部分を示しているか分かり難い）。 

全部同意する必要があるのか分からない。 

全体 

小学校１～３年生が対象ということが分かり難い。 

問 75「その加湿器の種類はどれですか。」の種類が分かり難い。 質問票 

問 83「お子さんが学校を除いて、自宅以外できまって活動する時間（習いごと、ス

ポーツ、塾など）の１週間の合計は、そのための移動時間を含めてどのくらいです

か。」は分かり難い。学童保育・遊びの時間は含まれるのか。 

「血が止まりにくかったり・・・病気にかかっている方には血液検査はご遠慮いただ

きます。」という表現は不適切。 

「採血当日にお子さまが拒まれた場合には、検査は実施しません。」は保護者に

連絡をとってから決めて欲しい。 

血液検査 

同姓同名の間違いがあると困るので、年・組を入れるほうが良い。 

空気の汚れ調査 「測定期間中に 1,2 回、機器等の点検にお伺いします。」とあるが、家に昼間いな

い人は、どのように点検するのか心配。協力したくても、働いている方は無理と思

ってしまうのではないでしょうか。 

回
答
者
か
ら
の
意
見 

検査全体 「検査の結果は、後ほどご自宅に郵送します。」は１ヶ月以内とか具体的な日時を

入れて欲しい。また、結果が届かない場合の連絡先を追記して欲しい。 

質問 a「身長と体重」, b「居住歴」  質問票 

質問票調査にご協力していただけますか  「はい・いいえ」 

記
入
漏
れ アレルゲン検査 アレルゲン検査にご協力していただけますか  「はい・いいえ」 

 


